
資料２ 用語説明

用 語 説 明

12市町村合併
平成17年7月1日、旧浜北市、旧天竜市、旧舞阪町、旧雄踏町、旧引佐
町、旧細江町、旧三ヶ日町、旧水窪町、旧佐久間町、旧龍山村、旧春野
町が浜松市に編入合併したこと。

ＢＯＴ
Ｂｕｉｌｄ Ｏｐｅｒａｔｅ Ｔｒａｎｓｆｅｒの略。ＰＦＩの手法の
一つ。民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了
後に公共施設等の管理者等に施設所有権を移転する事業方式のこと。

ＢＴＯ

Ｂｕｉｌｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ Ｏｐｅｒａｔｅの略。ＰＦＩ手法の一
つ。民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に公共施設等の管理者
等に所有権を移転し、民間事業者が維持・管理及び運営を行う事業方式
のこと。

ＺＥＢ
建物の断熱性や省エネ性を向上させることや、太陽光発電などの再生可
能エネルギーを創ることによって、年間の一次消費エネルギー消費量の
収支を正味ゼロにする建築物のこと。

管理主体変更
利用者が限定的な公共施設について、管理の主体を利用者などに変更す
ること。公共施設としては用途を廃止し、貸付にて対応。

企業会計
地方公共団体が経営する水道、下水道、病院などの公営企業に関する会
計の総称のこと。

行政財産
国又は地方公共団体において、公用又は公共用に供し、または供するこ
とを決定した財産のこと。

拠点ネットワーク
型都市構造

都市機能が集積した複数の拠点形成と、公共交通を基本とした有機的な
連携による都市構造のこと。

経常収支比率

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に
収入される一般財源（経常一般財源）のうち、人件費、扶助費、公債費
のように毎年度経常的に支出される一般財源（経常的経費）に充当され
たものが占める割合のこと。地方公共団体の財政構造の弾力性を判断す
るための指標で、比率が低いほど、弾力性があるといえる。

公共施設等
運営権制度

利用料金の徴収を行う公共施設等について、当該施設の運営を行う権利
を民間事業者に設定する制度のこと。運営権は財産権となり、その譲渡
が可能となるとともに、抵当権の設定、減価償却等による資金調達の円
滑化が図られる。コンセッションとも言われる。

公債費 地方公共団体が発行した地方債の元利償還などに要する経費のこと。

財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額
で除して得た数値の過去3年間の平均値のこと。財政力指数が高いほど、
普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があると
いえる。
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サウンディング調
査

資産の活用方法や公募条件について、活用検討の段階や事業者公募前の
段階で、事前に民間事業者と直接対話する場を持ち、市場性やアイデア
などを把握するための調査のこと。民間事業者が参入しやすい公募条件
の設定を行ったり、地域課題や配慮事項を踏まえた、より優れた事業提
案を促すことができる。

施設カルテ
公共施設ごとに土地建物の面積、老朽化・コスト・利用率などの状況、
など包括的に施設の状態を表す個票のこと。毎年度の施設評価などに活
用。

施設評価
個々の施設の老朽化度合、運営コスト、利用状況などについて評価し数
値化すること。施設のＰＤＣＡに活用。

実質公債費比率

当該地方公共団体の一般会計などが負担する元利償還金及び準元利償還
金の標準財政規模を基本とした額に対する比率のこと。地方債の返済額
及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰の程度を示す指標とも
いえる。

従属人口指数
人口の高齢化の程度を知る一つの指標。生産年齢人口に対する年少人口
及び老年人口の割合を指す。

受益者負担 特定のサービスを受ける者に、受益に応じた負担をもとめること。

将来負担比率
地方公社や損失補償を行っている出資法人などに係るものも含め、当該
地方公共団体の一般会計などが将来負担すべき実質的な負債の標準財政
規模を基本とした額に対する比率のこと。

ストック指標 ある時間内に貯蔵された量（基金残高、市債残高など）のこと。

地方交付税

地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地
方行政の計画的な運営を保障するために、国税のうち、所得税、法人
税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合の額並びに地方法人税の全額
を、国が地方公共団体に対して交付する税のこと。

投資的経費
道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設など社会資本整備などに
要する経費のこと。

農業集落排水
農村世帯の生活環境の向上、農業用水の水質保全などを目的として、各
家庭のトイレ、台所、風呂などから出た汚水を処理場に集め、浄化して
河川などに放流する施設のこと。

浜松市学校規模
適正化基本方針

児童・生徒数や学級数、地域事情などによる教育上の課題の改善を図る
ことにより、子供たちのよりよい教育環境の実現を目指すための方針の
こと。

浜松市
資産経営推進方針

浜松市が保有する財産（土地・建物）の見直しや活用などに関わるすべ
てを資産経営として位置づけ、全体の考え方、具体的な取組みなどを示
した方針のこと。平成21年4月公表。平成27年浜松市公共施設等総合管理
計画に移行した。
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浜松市総合計画
基本構想

世代を通じて共感できる「未来」を創造するために、1世代（＝30年）先
の未来の理想の姿を定めている。平成26年12月議決。

浜松市総合計画
基本計画

浜松市総合計画基本構想「浜松市未来ビジョン」実現のための総合的な
政策を定めた計画のこと。第1期（平成26年12月議決）では平成27年度
から令和6年度まで、第2期では令和7年度から令和16年度までの10年間
の市政運営の方向性を定めている。

浜松市都市計画
マスタープラン

長期的な見通しをもって総合的・一体的なまちづくりを進めていくた
め、「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として、浜松市の目指
すべき将来都市像を定め、その実現に向けた都市づくりの考え方を明ら
かにする計画のこと。令和３年3月公表。

ファシリティ
マネジメント

企業、団体等が組織活動のために施設とその環境を総合的に企画、管
理、活用する経営活動。供給、品質、財務が相互に深く関連してマネジ
メントが構成される。

扶助費
性質別歳出の一分類で、社会保障制度の一環として地方公共団体が各種
法令に基づいて実施する給付や、地方公共団体が単独で行っている各種
扶助に係る経費のこと。

フロー指標
ある一定の期間に生産されたモノやサービス量（お金の流れ）の指標の
こと。
国または地方公共団体における行政財産以外の財産のこと。本市の場
合、マネジメントを推進する目的で、以下の4分類に細分化している。
事業財産：行政財産と一体的に使用されているなど、半ば行政用途で利
用されている財産。
計画財産：道路計画用地、企業誘致用地など明確な行政用途で使用する
計画がある財産。
貸付財産：国、県、自治会などに貸付している財産。
遊休財産：事業財産、計画財産、貸付財産以外の普通財産。

ライフサイクル
コスト

公共施設の企画・設計から解体・処分までの全期間に必要な費用を指
し、建設費などのイニシャルコストと、水道光熱費や保全費、改修更新
経費などのランニングコストにより構成される。企画・計画段階におい
て、初期の建設費だけでなく、ランニングコストを含めた全費用を考慮
することが重要。

立地適正化計画

都市再生特別措置法に基づき市町村が定める、都市計画区域内の住宅及
び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画のこと。計画に定
める立地の適正化の方針については、都市計画マスタープランの一部と
みなされる。平成31年１月策定。

臨時財政対策債
地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てら
れる地方財政法第5条の特例として発行される地方債のこと。

普通財産


